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－新型コロナウイルス感染症に伴う各種支援－

セーフティーネット（４号・５号）保証または危機関連保証 
内容・・・【４号】信用保証協会が融資額の１００％を保証 【５号】信用保証協会が融資額の８０％を保証
 【危機関連】信用保証協会が融資額の１００％を保証
対象・・・【４号】前年比２０％～売上減 【５号】前年比５％～売上減 【危機関連】前年比１５％～売上減
問金融機関または産業課　撒 (５７)４１５３

雇用調整助成金（コロナ特例）      　     　　　　　　　　  
内容・・・感染症の影響により一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用の維持を図った 
 場合に休業手当、賃金等の一部を助成
対象・・・要件を満たす事業所
問ハローワーク小山　撒０２８５(２２)１５２４　栃木労働局　撒０２８(６１０)３５５７　

持続化給付金      　     　　　　　　　　　　   
内容・・・感染症拡大により特に大きな影響を受ける事業者に対し、給付金を支給
対象・・・要件を満たす法人、個人事業者
問持続化給付金事業コールセンター　撒０１２０（１１５）５７０　
　野木町商工会　撒 (５５)２２３３

野木町新型コロナウイルス感染拡大防止協力金　　 　　　　　　　　　　　　　　　

内容・・・栃木県の要請に応じて休業した施設を有する事業者に対し、県が支給する協力金に加算す 
 る形で町独自の協力金を支給
対象・・・栃木県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金の支給を受け、かつ町内に本社又は本店を  
 有する事業者
 問産業課　撒 (５７)４１５３

給
付

固定資産税の軽減措置           　　　　　　　　　　
内容・・・①償却資産および事業用家屋に係る令和３年度固定資産税の軽減
 ②生産性革命の実現に向けた事業用資産に係る固定資産税の特例措置の拡充
対象・・・感染症の影響で令和２年２月～１０月までの任意の連続した３か月間の売上高が３０％以上 
 減少した中小事業者
 先端設備等導入計画の認定を受け、新たに投資した中小企業や小規模事業者
問税務課　撒 (５７)４１２３

軽
減

新型コロナウイルス感染症に伴う野木町中小企業振興資金融資利子補給費補助金 

内容・・・  感染症の影響により業績が悪化した中小企業に対し、町が実施する融資制度を利用する場
 合に、その利子を３年間全額補給
対象・・・直近１か月の売上高等が前年同月に比べて１０％以上減少しており、かつ、その後の２か月を 
 含む３か月間の売上高等が前年同期間に比して１０％以上減少することが見込まれる企業
※詳細は各金融機関（足利銀行野木支店、栃木銀行野木支店、足利小山信用金庫野木支店、常陽銀行古河支店）へ

事
業
所
対
象

栃木県地域企業再起支援事業費補助金（新型コロナウイルス感染症対策支援補助金）
内容・・・事業継続・再起に向けた取組に要する経費の一部を補助
対象・・・栃木県内に事業所を有する中小企業者（商工業者）
問新型コロナウイルス感染症対策支援補助金受付センター　撒０２８（６３７）１６０１

助
成
・
補
助

新型コロナウイルス感染症対策パワーアップ資金
内容・・・栃木県が感染症により影響を受けた中小企業の資金繰りを支援（保証料の全部又は一部を 
 補給、３年間の利子全額を補給）
対象・・・セーフティーネット４号・５号及び危機関連保証の認定を受けた中小企業
問栃木県経営支援課　撒０２８（６２３）３１８１

小規模事業者持続化補助金（コロナ特別対応型） 　　  
内容・・・ 商工会の助言等を受けて経営計画を作成し、その計画に沿って販路開拓等に取り組む費用 

の３分の２を補助（補助上限額１００万円）
対象・・・小規模事業者等
問【申請】野木町商工会　撒（５５）２２３３　【証明書発行】産業課　撒（５７）４１５３

内容・・・小学校休業に伴い、子の面倒を見るため休暇を取らざるを得ない従業員に対し有給の取り
 扱いをした事業者に対し、１日あたり８，３３０円を上限に助成
対象・・・要件を満たす事業者
問学校等休業助成金・支援金等相談コールセンター 　撒０１２０（６０）３９９９

小学校休業等対応助成金・支援 

融
資

保
証
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子育て世帯への臨時特別給付金　　　　　　　　　　　
内容・・・対象児童１人につき１万円支給　
対象・・・令和２年４月分(３月分を含む)の児童手当受給者
問住民課　撒 (５７)４１４１

野木町児童扶養手当臨時特別給付金　　　　　　　　　　　
内容・・・受給者１人につき１万円支給　
対象・・・令和２年３月分の児童扶養手当受給者（その他支給要件あり）
問住民課　撒 (５７)４１４１

ひとり親世帯臨時特別給付金　　　　　　　　　　　　
内容・・・児童扶養手当受給世帯等への給付（申請等の詳細が決まり次第、追ってお知らせします）
対象・・・令和２年６月分の児童扶養手当受給者(その他支給要件あり)
問住民課　撒 (５７)４１４１

水道料金・下水道使用料等の支払い猶予　　  　　　　　
内容・・・最長４か月の支払い猶予（応相談）
対象・・・感染症の影響で収入が減少している個人・事業所
問上下水道課　撒 (５７)４１４６

生活福祉資金貸付制度　　　　　　　　
内容・・・休業・失業に伴う生活資金の緊急小口資金等の特例貸付
対象・・・感染症の影響で休業・失業し、生活資金に悩んでいる方
問栃木県社会福祉協議会　撒０２８(６２２)０５２４

納税徴収猶予「特例制度」　　　　　　　　　　　　　
内容・・・１年間の町税徴収猶予(令和２年２月１日～令和３年１月３１日に納期限が到来するもの)
対象・・・ 感染症の影響で令和２年２月以降の収入が前年同期に比べ概ね２０％以上減少し、一時に納 

付・納入が困難な個人・事業所
問税務課　撒 (５７)４１２４

水道料金の減免                            　　
内容・・・基本料金の７０％を４か月減免(令和２年６月～９月使用分)
対象・・・町給水区域の全世帯・全事業所
問上下水道課　撒 (５７)４２５１

要介護・要支援認定の有効期間延長           　　　　
内容・・・現認定の有効期間を１２か月延長
対象・・・更新申請の方で、要件に該当する方
問健康福祉課　撒 (５７)４１７３

個
人
・
世
帯
対
象

共
通

給
付

貸
付

延
長

猶
予

減
免

自立支援医療受給者証（精神通院）有効期間延長           　　　　
内容・・・令和３年２月２８日までに満了する方は、継続申請の手続きをすることなく、現在の有効期間を１年間延長
対象・・・自立支援医療受給者証（精神通院）を所持する方
問健康福祉課　撒 (５７)４１９６

猶
予

精神障害者保健福祉手帳に係る診断書提出猶予　　　　　　　　
内容・・・令和３年２月２８日までに満了する方は、診断書の提出が１年間猶予
対象・・・精神障害者保健福祉手帳を所持する方
問健康福祉課　撒 (５７)４１９６

傷病手当金(国民健康保険、後期高齢者医療保険)　　　　
内容・・・感染または感染疑いにより労務に服することができなかった期間の傷病手当を支給
対象・・・支給要件に該当する方
問住民課　撒 (５７)４１３６

国民年金保険料免除　　　　　　　　
内容・・・感染症の影響による減収を事由とする保険料の免除
対象・・・令和２年２月以降に収入が減少し所得見込額が免除基準に該当することが見込まれる方
問住民課　撒 (５７)４１４１

免
除

※このページに掲載している内容は「個人・世帯」「事業所」が対象のものです。（作成日６月１１日現在）




